
海外労働事情

Business Labor Trend 2014.8

46

　

雇
用
の
記
録
的
な
拡
大
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
賃
金
水
準
が
低
迷
す
る
状

況
が
続
い
て
い
る
。
低
賃
金
の
被
用

者
が
増
加
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
こ

と
に
加
え
、
近
年
急
速
に
拡
大
し
て

い
る
自
営
業
者
も
所
得
水
準
が
低
い

傾
向
に
あ
り
、
就
労
者
に
お
け
る
貧

困
の
広
が
り
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

実
質
賃
金
は
引
き
続
き
減
少

　

統
計
局
に
よ
れ
ば
、
二
〇
一
四
年

二-

四
月
期
の
就
業
者
数
は
前
期

（
一
一-

一
月
期
）
か
ら
三
四
・
五

万
人
増
と
統
計
開
始
以
降
の
記
録
的

な
増
加
幅
に
よ
り
三
〇
五
四
万
人
と

な
っ
た
。
フ
ル
タ
イ
ム
就
業
者
が
全

体
の
増
加
分
の
四
分
の
三
（
二
六
万

人
）
を
占
め
て
い
る
。
失
業
者
数
は

一
六
・
一
万
人
減
少
し
て
二
一
六
万

人
、
失
業
率
は
マ
イ
ナ
ス
〇
・
六
ポ

イ
ン
ト
の
六
・
六
％
と
な
っ
た
。
一

方
、
週
当
た
り
平
均
賃
金
の
上
昇
率

は
、
三
月
に
は
四
年
ぶ
り
に
消
費
者

物
価
上
昇
率
（
一
・
六
％
）
を
上
回

る
一
・
九
％
を
記
録
し
た
も
の
の
、

四
月
に
は
再
び
〇
・
九
％
に
下
落
し

て
同
月
の
消
費
者
物
価
上
昇
率
一
・

八
％
を
下
回
っ
た
（
図
表
１
）。
賃

金
水
準
の
動
向
に
も
っ
と
も
影
響
が

大
き
い
サ
ー
ビ
ス
業
の
ほ
か
、
建
設

業
、
製
造
業
で
も
大
幅
に
賃
金
上
昇

率
が
低
下
し
て
い
る（
１
）。

　

賃
金
水
準
の
低
迷
は
今
後
も
続
く

と
の
見
方
は
強
い
。
政
府
の
予
算
責

任
局
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
や
シ
ン
ク
タ
ン
ク

の
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｓ
Ｒ
は
、
実
質
賃
金
は
二

〇
二
〇
年
前
後
ま
で
経
済
危
機
前
の

水
準
に
戻
ら
な
い
と
の
予
測
を
示
し

て
い
る
。
ダ
ー
ト
マ
ス
大
学
の
ブ
ラ

ン
チ
フ
ラ
ワ
ー
教
授
と
ロ
ン
ド
ン
・

ス
ク
ー
ル
・
オ
ブ
・
エ
コ
ノ
ミ
ッ
ク

ス
の
マ
チ
ン
教
授
は
、
賃
金
水
準
の

顕
著
な
改
善
が
当
面
難
し
い
と
考
え

る
理
由
と
し
て
、
経
済
危
機
以
降
の

生
産
性
の
低
迷
や
、
直
近
の
失
業
率

の
改
善
に
よ
る
賃
金
上
昇
は
限
定
的

と
考
え
ら
れ
る
こ
と（
２
）、
ま
た
経

済
危
機
以
前
か
ら
の
傾
向
と
し
て
、

労
働
者
の
賃
金
が
生
産
性
の
上
昇
に

見
合
っ
て
上
昇
し
な
く
な
っ
て
い
る

こ
と
な
ど
を
あ
げ
て
い
る
。
さ
ら
に
、

今
後
も
公
共
部
門
に
お
け
る
賃
金
凍

結
や
人
員
削
減
が
想
定
さ
れ
る
な
ど
、

賃
金
上
昇
に
は
消
極
的
な
要
因
が
多

い
と
み
て
い

る
。

　

一
方
、
実

質
賃
金
は
近

い
将
来
改
善

す
る
可
能
性

が
あ
る
と
の

見
方
も
あ
る
。

イ
ン
グ
ラ
ン

ド
銀
行
（
中

央
銀
行
）
の

金
融
政
策
委

員
も
務
め
る

ケ
ン
ブ
リ
ッ

ジ
大
学
の

ウ
ィ
ー
ル
教

授
は
、
生
産

性
の
回
復
と

失
業
率
の
継

続
的
な
減
少

に
よ
り
、
賃

金
上
昇
率
は

今
後
三
年
間

で
四
％
に
回
復
し
う
る
と
予
測
し
て

い
る
。

自
営
業
者
の
所
得
は
被
用
者

の
六
割

　

就
業
者
の
拡
大
に
大
き
な
位
置
を

占
め
て
い
る
の
は
、
自
営
業
者
の
増

加
だ
。
雇
用
統
計
に
よ
れ
ば
、
過
去

五
年
間
に
お
け
る
一
四
六
万
人
の
就

業
者
の
増
加
の
う
ち
、
お
よ
そ
半
数

に
あ
た
る
七
〇
万
人
分
が
自
営
業
者

に
よ
り（
３
）、
直
近
の
二
〇
一
三
年

単
年
に
は
、
三
〇
万
人
以
上
増
加
し

て
い
る
（
図
表
２
）。
二
〇
一
四
年

時
点
の
自
営
業
者
は
四
五
五
万
人
で
、

就
業
者
全
体
の
七
人
に
一
人
を
占
め

る
。
う
ち
約
二
割
（
九
三
万
人
）
が

建
設
業
、
ま
た
そ
れ
ぞ
れ
一
割
強
が

専
門
的
・
科
学
的
・
技
術
的
サ
ー
ビ

ス
業
（
法
律
・
会
計
、
設
計
な
ど
に

関
す
る
業
務
、
五
七
万
人
）、
そ
の

他
サ
ー
ビ
ス
業
（
洗
濯
業
な
ど
、
五

三
万
人
）、
一
割
弱
が
卸
売
・
小
売
、

自
動
車
等
修
理
業
（
四
二
万
人
）
の

従
事
者
で
あ
る（
４
）。
男
女
別
に
は
、

男
性
で
建
設
業
従
事
者
が
、
女
性
で

は
そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
業
、
保
健
・
福

祉
業
の
従
事
者
が
多
い
。

　

こ
う
し
た
自
営
業
者
の
増
加
が
、

労
働
市
場
に
お
け
る
良
質
な
雇
用
の

不
足
と
関
連
し
て
い
る
と
の
見
方
は

強
く（
５
）、被
用
者
と
同
様
、就
労
を

通
じ
た
所
得
の
低
迷
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。
シ
ン
ク
タ
ン
クR

esolution 
F

oundation
の
分
析
に
よ
れ
ば
、

自
営
業
者
の
週
当
た
り
所
得
額
は
二

〇
〇
七
年
以
降
の
五
年
間
で
二
割
減

少
し
て
二
三
〇
ポ
ン
ド
と
な
り
、
こ

の
間
の
減
少
が
六
％
に
と
ど
ま
っ
た

被
用
者
（
週
三
七
八
ポ
ン
ド
）
の
六

割
の
水
準
に
落
ち
込
ん
だ（
６
）。
要

因
と
し
て
、
こ
の
間
、
自
営
業
者
の

平
均
的
な
労
働
時
間
に
減
少
が
見
ら

れ
る
こ
と
、
ま
た
相
対
的
に
賃
金
水

準
の
低
い
女
性
の
自
営
業
者
の
増
加

が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
経
済
危
機
以

降
の
自
営
業
者
数
の
増
加
の
う
ち
、

七
二
％
が
新
た
な
自
営
業
者
の
増
加

に
よ
る
も
の
で（
７
）、
う
ち
お
よ
そ

三
分
の
一
が
失
業
者
か
ら
自
営
業
者

に
転
じ
た
層
だ
。

　

な
お
、
同
シ
ン
ク
タ
ン
ク
が
併
せ

て
実
施
し
た
ウ
ェ
ブ
調
査
に
よ
れ
ば
、

過
去
五
年
に
自
営
業
者
と
な
っ
た
層

の
う
ち
四
分
の
三
（
七
三
％
）
が
、

自
ら
望
ん
で
自
営
業
者
と
な
っ
た
と

回
答
し
て
お
り
、
雇
用
機
会
の
不
足

に
よ
り
自
営
業
を
消
極
的
に
選
択
し

て
い
る
層
は
限
定
的
と
の
結
果
と

な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
非
自
発
的

な
（
被
用
者
と
な
る
こ
と
を
希
望
す

る
）
層
は
増
加
傾
向
に
あ
り（
８
）、

ま
た
相
対
的
に
技
能
水
準
の
低
い
職

種
の
従
事
者
で
は
、
非
自
発
的
な
自

営
業
者
の
比
率
が
高
い
と
い
う（
９
）。

　

こ
の
ほ
か
、
年
齢
別
に
は
高
齢
者

の
比
率
が
高
ま
っ
て
お
り
、
特
に

パ
ー
ト
タ
イ
ム
自
営
業
者
で
は
、
六

〇
歳
以
上
層
が
三
二
％
を
占
め
て
い

る
（
被
用
者
で
は
一
三
％
）。
報
告

書
は
そ
の
要
因
と
し
て
、
年
金
貯
蓄

の
不
足
や
、
平
均
余
命
の
上
昇
な
ど

海
外
労
働
事
情

イ
ギ
リ
ス

就
労
者
の
貧
困
へ
の
懸
念
の
高
ま
り

図表１　賃金・消費者物価上昇率、労働生産性の推移（％）

注：労働生産性は四半期毎のデータ。
資料出所：統計局ウェブサイト
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の
影
響
に
よ
り
、
自
営
業
が
引
退
に

替
わ
る
選
択
肢
と
し
て
利
用
さ
れ
て

い
る
可
能
性
を
指
摘
し
て
い
る
。

就
労
層
の
貧
困
の
解
消
は
困
難

　

経
済
危
機
以
降
、
就
労
層
の
貧
困

が
拡
大
し
て
い
る
と
の
指
摘
は
、
こ

れ
ま
で
も
繰
り
返
し
な
さ
れ
て
き
た

と
こ
ろ
だ
。
賃
金
水
準
の
低
迷
は
、

雇
用
・
労
働
時
間
の
不
安
定
さ
や
、

給
付
制
度
の
変
更
な
ど
と
な
ら
ん
で
、

主
な
要
因
と
み
ら
れ
て
お
り
、
六
月

に
相
次
い
で
公
表
さ
れ
た
貧
困
問
題

に
関
す
る
報
告
書
も
、
就
労
に
よ
る

貧
困
か
ら
の
脱
出
が
困
難
な
状
況
を

指
摘
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
複
数
の

大
学
の
研
究
者
が
共
同
で
実
施
し
て

い
る
国
内
の
貧
困
状
況
に
関
す
る
調

査
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（P

overty and 
S

ocial E
xclusion in the U

K

）

が
公
表
し
た
調
査
結
果
に
よ
れ
ば
、

過
去
三
〇
年
間
に
経
済
規
模
が
二
倍

に
拡
大
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
最

低
限
の
生
活
水
準
を
下
回
る
世
帯
の

比
率
は
一
四
％
か
ら
三
三
％
に
増
加

し
て
い
る（
10
）。
就
労
者
の
六
人
に

一
人
（
一
七
％
）
が
、
低
所
得
か
つ

基
本
的
な
生
活
の
必
要
を
満
た
す
こ

と
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
と
い
う
。

貧
困
状
態
に
あ
る
成
人
の
四
六
％
は

就
労
し
て
お
り
、
う
ち
約
半
数
が
週

四
〇
時
間
以
上
働
い
て
い
る
。
研
究

参
加
者
の
一
人
で
あ
る
グ
ラ
ス
ゴ
ー

大
学
の
ベ
イ
リ
ー
教
授
は
、「
政
府
は

ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ
ア
の
人
々
を
無
視

し
続
け
て
お
り
、
十
分
な
政
策
を

も
っ
て
問
題
の
拡
大
に
対
応
し
て
い

な
い
」
と
述
べ
て
い
る
。

　

ま
た
、
政
府
の
設
置
し
た
社
会
階

層
移
動
・
児
童
貧
困
委
員
会
に
よ
る

報
告
書
も
、
就
労
を
通
じ
た
貧
困
状

態
か
ら
の
離
脱
の
難
し
さ
を
指
摘
し

て
い
る
。
政
府
が
掲
げ
る
児
童
貧
困

の
削
減
に
向
け
た
目
標（
11
）達
成
の

可
能
性
を
検
討
し
た
同
報
告
書
は
、

極
端
な
就
業
率
の
上
昇
や
大
幅
な
労

働
時
間
の
増
加
な
ど
が
生
じ
な
い
限

り
、
貧
困
児
童
の
比
率
は
ほ
ぼ
横
ば

い
か
む
し
ろ
増
加
す
る
と
し
て
、
目

標
達
成
は
困
難
と
の
見
方
を
示
し
た
。

一
方
で
、
賃
金
水
準
の
引
き
上
げ
に

よ
る
貧
困
層
の
削
減
効
果
は
限
定
的

で
あ
る
と
し
て
、
就
労
促
進
に
向
け

た
支
援
策（
12
）の
重
要
性
を
強
調
し

て
い
る
。

　

加
え
て
、
非
営
利
団
体
や
労
組
、

経
営
者
団
体
な
ど
が
参
加
す
る
生
活

賃
金
委
員
会
は
、
最
低
限
の
生
活
水

準
の
維
持
に
必
要
な
賃
金
額
と
し
て

非
営
利
団
体
な
ど
が
推
進
す
る
「
生

活
賃
金
」（living w

age

‐
ロ
ン
ド
ン

で
時
間
当
た
り
八
・
八
〇
ポ
ン
ド
、

そ
れ
以
外
の
地
域
で
七
・
六
五
ポ
ン

ド
）
の
普
及
促
進
に
よ
り
、
二
〇
二

〇
年
ま
で
に
貧
困
層
一
〇
〇
万
人
以

上
の
削
減
が
可
能
で
あ
る
と
の
報
告

書
を
公
表
し
た
。
報
告
書
は
、
現
在
、

生
活
賃
金
未
満
の
賃
金
水
準
に
あ
る

お
よ
そ
五
二
〇
万
人
の
労
働
者
の
う

ち
、
公
共
部
門
五
〇
万
人
、
民
間
部

門
六
〇
万
人
強
へ

の
生
活
賃
金
の
適

用
を
提
言
し
て
お

り
、
公
共
部
門
に

お
け
る
賃
上
げ
の

コ
ス
ト
は
、
民
間

部
門
に
お
け
る
税

収
増
や
低
所
得
層

向
け
給
付
の
コ
ス

ト
減
に
よ
り
賄
う

こ
と
が
で
き
る
と

し
て
、
賃
上
げ
に

よ
る
雇
用
へ
の
影

響
は
生
じ
な
い
と

の
試
算
を
示
し
て

い
る
。
た
だ
し
、

小
売
業
や
ホ
ス
ピ

タ
リ
テ
ィ
業
、
あ

る
い
は
小
規
模
企

業
な
ど
は
、
生
活

賃
金
相
当
の
賃
金

を
支
払
う
こ
と
は

困
難
と
み
ら
れ
る
と
し
て
、
あ
く
ま

で
企
業
の
自
主
的
な
取
り
組
み
に
委

ね
、
政
府
が
こ
れ
を
促
進
す
る
（
た

と
え
ば
、
上
場
企
業
に
生
活
賃
金
未

満
の
労
働
者
数
の
公
表
を
義
務
付
け

る
な
ど
）
形
と
す
る
こ
と
を
提
案
し

て
い
る
。

［
注
］

１　

統
計
局
は
、
前
年
四
月
に
大
幅
な
賃

金
水
準
の
上
昇
が
あ
っ
た
こ
と
の
影
響

を
指
摘
し
て
い
る
。
一
部
の
企
業
が
、

通
常
三
月
に
実
施
す
る
一
時
金
の
支
給

を
四
月
に
延
期
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
、
こ
れ
に
は
同
月
の
所
得
税
制
の
改

正
に
よ
り
、
一
五
万
ポ
ン
ド
以
上
の
所

得
に
対
す
る
税
率
（
五
〇
％
）
が
廃
止

さ
れ
た
こ
と
が
影
響
し
た
と
み
ら
れ
る
。

な
お
、
サ
ー
ビ
ス
業
で
四
月
に
名
目
賃

金
額
が
減
少
し
た
の
は
、
金
融
・
保
険
業
、

卸
売
業
、
芸
術
・
娯
楽
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ

ン
業
、
専
門
的
・
科
学
的
・
技
術
的
サ
ー

ビ
ス
業
な
ど
。

２　

過
去
の
不
況
期
に
比
し
て
、
今
回
の

経
済
危
機
に
伴
う
失
業
率
の
上
昇
は
小

幅
に
抑
え
ら
れ
た
た
め
、
回
復
期
に
も

大
幅
な
変
化
（
急
速
な
需
給
の
逼
迫
）

は
生
じ
な
い
と
の
想
定
に
よ
る
。

３　

被
用
者
が
急
速
に
減
少
し
た
二
〇
〇

八
年
を
起
点
と
す
る
場
合
、
二
〇
一
四

年
二-

四
月
期
ま
で
の
六
年
間
の
就
業

者
の
増
分
一
〇
〇
万
人
に
対
し
て
、
自

営
業
者
は
同
じ
く
七
〇
万
人
と
大
半
を

占
め
る
。

４　

残
り
お
よ
そ
三
割
は
、
運
輸
・
倉
庫
業
、

農
林
漁
業
・
鉱
業
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水

道
業
、
教
育
業
、
製
造
業
な
ど
が
そ
れ

ぞ
れ
五
％
前
後
、
な
ど
。

５　

た
と
え
ば
、
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
の
ジ
ョ

ン
・
フ
ィ
ル
ポ
ッ
ト
氏
（
シ
ン
ク
タ
ン

ク
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
の
元
主
席
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
）

は
、
失
業
増
加
に
対
す
る
安
全
弁
と
し

て
の
側
面
は
評
価
し
つ
つ
も
、
自
営
業

者
と
し
て
不
完
全
雇
用
の
状
態
が
続
く

と
す
れ
ば
、
経
済
が
依
然
と
し
て
弱
い

状
態
に
あ
る
こ
と
の
証
左
で
あ
り
、
何

ら
か
の
需
要
拡
大
策
に
よ
り
雇
用
創
出

を
行
う
必
要
が
あ
る
、
と
し
て
い
る
。

６　

F
am

ily R
esources S

urvey

に
基
づ

く
試
算
。
な
お
、
二
〇
〇
七
年
時
点
の

自
営
業
者
と
の
所
得
額
の
差
は
二
八
％

だ
っ
た
。

７　

残
る
二
八
％
は
自
営
業
者
か
ら
他
の

カ
テ
ゴ
リ
へ
の
流
出
減
に
よ
る
増
加
。

８　

全
体
で
は
、
非
自
発
的
な
自
営
業
者

は
一
七
％
と
過
去
五
年
間
に
自
営
業
者

と
な
っ
た
層
に
比
し
て
低
い
。

９　

こ
う
し
た
見
方
に
は
反
論
も
あ
る
。

シ
ン
ク
タ
ン
ク
Ｒ
Ｓ
Ａ
が
五
月
に
公
表

し
た
報
告
書
は
、
自
営
業
者
の
多
く
が

相
対
的
な
所
得
水
準
の
低
さ
に
も
か
か

わ
ら
ず
そ
う
し
た
働
き
方
を
積
極
的
に

選
択
し
、
仕
事
を
通
じ
た
満
足
度
も
高

い
と
し
て
い
る
。

10　

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
生
活
上
必
要
な

基
本
的
な
事
項
を
三
項
目
以
上
満
た
す

こ
と
が
で
き
な
い
状
態
を
貧
困
と
定
義

し
て
お
り
、
統
一
的
な
所
得
水
準
の
閾

値
は
定
め
て
い
な
い
。

11　

平
均
所
得
の
六
割
未
満
の
低
所
得
世

帯
に
属
す
る
児
童
を
二
〇
一
一
年
度
の

一
七
・
五
％
か
ら
二
〇
二
〇
年
ま
で
に

一
〇
％
に
、
ま
た
二
〇
一
〇
年
の
実
質

所
得
ベ
ー
ス
で
二
〇
％
か
ら
五
％
に
削

減
す
る
。
政
府
は
二
〇
一
〇
年
児
童
貧

困
法
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
目
標
の
達
成

を
自
ら
の
義
務
と
し
て
定
め
て
い
る
。

12　

育
児
責
任
を
有
す
る
親
に
適
し
た
雇

用
の
創
出
、
託
児
サ
ー
ビ
ス
の
大
幅
な

拡
充
、
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
と
育
児
の
両

立
に
向
け
て
雇
用
主
に
よ
り
柔
軟
な
対

応
を
要
請
す
る
、
あ
る
い
は
給
付
制
度

改
革
に
お
け
る
支
給
条
件
の
厳
格
化
や

優
遇
措
置
の
導
入
、
な
ど
。

【
参
考
資
料
】

G
ov.uk, U

K
 Parliam
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ission, 
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）

図表２　被用者・自営業者数の変化（千人）
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一
九
七
八
年
に
二
九
・
九
倍
、
一

九
八
九
年
に
五
八
・
七
倍
だ
っ
た
最

高
経
営
責
任
者
（
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
と
一
般

労
働
者
と
の
手
当
額
の
差
が
二
〇
一

三
年
に
二
九
五
・
九
倍
に
達
し
た
と

経
済
政
策
研
究
所
（E

conom
ic 

P
olicy Institute

）
が
六
月
一
二
日

に
報
じ
た
。

　

経
済
政
策
研
究
所
は
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の

手
当
額
の
伸
び
が
生
産
性
や
経
営
者

と
し
て
の
能
力
の
市
場
価
値
と
比
べ

て
高
す
ぎ
る
と
し
、
そ
の
た
め
に
手

当
額
に
対
す
る
税
額
を
増
や
し
て
も
、

一
般
労
働
者
の
雇
用
に
関
す
る
悪
影

響
は
な
い
と
し
て
い
る
。

常
識
で
は
な
か
っ
た
Ｃ
Ｅ
Ｏ

の
高
額
手
当

　

Ｃ
Ｅ
Ｏ
に
与
え
ら
れ
る
手
当
と
は
、

年
俸
と
業
績
連
動
給
の
ほ
か
、
自
社

株
購
入
権
（
ス
ト
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ

ン
）
と
株
価
連
動
給
が
あ
る
。
つ
ま

り
、
企
業
業
績
と
株
価
に
連
動
し
た

部
分
が
あ
る
。

　

ア
メ
リ
カ
の
上
位
三
五
〇
社
の
Ｃ

Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
の
平
均
は
、
二
〇
一

三
年
に
一
五
二
〇
万
ド
ル
だ
っ
た
。

一
般
労
働
者
の
賃
金
と
の
比
較
で
は

二
九
五
・
九
倍
に
達
す
る
。
こ
の
差

は
二
〇
〇
〇
年
に
三
八
三
・
四
倍
と

な
り
、
史
上
最
高
を
記
録
し
て
い
た
。

二
〇
〇
八
年
の
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
以
降
は
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
が
大
き

く
下
降
し
た
が
、
二
〇
一
〇
年
か
ら

再
び
上
昇
に
転
じ
て
い
た
。

　

一
般
労
働
者
の
賃
金
に
対
す
る
Ｃ

Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
の
差
は
昔
か
ら
大
き

か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。
一
九
七
八

年
に
二
九
・
九
倍
を
記
録
し
た
が
、

そ
れ
以
前
は
二
〇
倍
程
度
だ
っ
た
。

　

一
九
八
九
年
は
五
八
・
七
倍
で
、

一
九
九
五
年
に
は
一
二
二
・
六
倍

だ
っ
た
か
ら
、
わ
ず
か
五
年
ほ
ど
で

四
〇
〇
倍
に
近
く
な
る
ほ
ど
Ｃ
Ｅ
Ｏ

の
手
当
額
が
急
増
し
た
。

　

一
般
労
働
者
に
対
す
る
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の

手
当
額
の
差
が
大
き
く
開
い
た
の
は
、

二
〇
年
ほ
ど
前
の
一
九
九
〇
年
代
か

ら
で
あ
り
、
そ
れ
以
前
も
差
が
あ
っ

た
も
の
の
、
現
在
ほ
ど
極
端
な
も
の

で
は
な
か
っ
た
。

株
価
の
上
昇
を
は
る
か
に
上
回

る
Ｃ
Ｅ
Ｏ
手
当
額
の
伸
び
率

　

Ｃ
Ｅ
Ｏ
手
当
額
の
伸
び
に
つ
い
て
、

「
ス
ト
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
や
株
価

連
動
給
が
急
増
し
た
か
ら
で
は
な
い

か
」
と
の
指
摘
が
あ
る
か
も
し
れ
な

い
。
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
に
は
そ
う
し
た

部
分
が
含
ま
れ
て
い
る
か
ら
だ
。

　

し
か
し
、
実
際
に
は
、
株
価
と
Ｃ

Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
は
連
動
し
て
い
な
い
。

　

た
と
え
ば
、
一
九
六
五
年
か
ら
一

九
七
八
年
ま
で
で
、
株
価
の
指
標
を

あ
ら
わ
す
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
ア
ン
ド
プ

ア
ー
ズ
（
Ｓ
＆
Ｐ
）
五
〇
〇
社
、
ダ

ウ
平
均
は
五
〇
％
程
度
低
下
し
て
い

た
が
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
は
七
八
・

七
％
の
増
額
と
な
り
、
株
価
と
は
反

対
の
傾
向
を
示
し
て
い
た
。

　

同
じ
く
、
一
九
七
八
年
か
ら
二
〇

一
三
年
に
は
、
Ｓ
＆
Ｐ
五
〇
〇
社
が

四
二
二
％
、
ダ
ウ
平
均
は
四
五
八
％

上
昇
し
た
が
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
は
九

三
七
％
と
株
価
を
は
る
か
に
上
回
る

伸
び
を
示
し
た
。
同
じ
時
期
に
、
一

般
的
な
労
働
者
の
賃
金
は
一
〇
・

二
％
ほ
ど
し
か
上
昇
し
て
い
な
い
。

新
自
由
主
義
を
標
榜
す
る 

ケ
イ
ト
ー
研
究
所
の
結
論

　

経
済
政
策
研
究
所
は
、
ア
メ
リ
カ

労
働
総
同
盟
・
産
業
別
組
合
会
議（
Ａ

Ｆ
Ｌ
・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）
と
も
関
係
の
深
い

リ
ベ
ラ
ル
系
の
研
究
所
で
あ
る
。
今

回
の
報
告
は
、
新
自
由
主
義
を
標
榜

す
る
ケ
イ
ト
ー
研
究
所
の
結
論
を
否

定
す
る
と
い
う
意
味
も
も
っ
て
い
る
。

　

ケ
イ
ト
ー
研
究
所
は
シ
カ
ゴ
大
学

カ
プ
ラ
ン
教
授
に
よ
る
Ｃ
Ｅ
Ｏ
手
当

に
関
す
る
報
告
を
二
〇
一
二
年
に
発

表
し
て
い
た
。

　

カ
プ
ラ
ン
教
授
は
、「
二
一
世
紀
の

資
本
論
」を
著
し
た
ト
マ
・
ピ
ケ
テ
ィ

ら
に
よ
る
論
文
を
引
用
し
、
一
九
八

九
年
か
ら
二
〇
一
二
年
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の

手
当
は
上
位
〇
・
一
％
の
従
業
員
の

世
帯
収
入
の
〇
・
七
二
倍
で
あ
り
、

差
が
縮
ま
っ
て
い
る
と
し
て
い
た
。

こ
の
結
果
か
ら
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
手
当
は
市

場
価
値
と
連
動
し
な
い
実
質
的
な

（
中
世
領
主
の
）
地
代
の
よ
う
な
も

の
だ
と
結
論
づ
け
た
の
で
あ
る
。

市
場
価
値
と
連
動
し
な
い 

手
当
額
の
伸
び

　

カ
プ
ラ
ン
教
授
が
上
位
〇
・
一
％

の
従
業
員
の
世
帯
収
入
を
用
い
た
の

に
対
し
て
、
経
済
政
策
研
究
所
は
賃

金
を
比
較
対
象
と
し
た
。
世
帯
収
入

は
、
不
動
産
や
株
式
な
ど
の
賃
金
以

外
の
部
分
を
含
む
た
め
に
正
確
さ
を

欠
く
こ
と
が
理
由
だ
っ
た
。

　

そ
の
計
算
に
よ
れ
ば
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の

手
当
と
上
位
〇
・
一
％
の
従
業
員
の

賃
金
は
、
一
九
八
九
年
に
は
二
・
六

八
倍
だ
っ
た
。
そ
の
差
は
、
二
〇
一

二
年
に
は
四
・
七
五
倍
と
、
ほ
ぼ
倍

増
し
て
い
る
。

　

も
し
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
の
伸
び
が

能
力
な
ど
の
市
場
価
値
の
上
昇
と
連

動
し
た
も
の
な
ら
ば
、
直
近
下
位
の

従
業
員
と
同
様
の
傾
向
を
示
す
は
ず

だ
と
い
う
こ
と
が
経
済
政
策
研
究
の

仮
説
で
あ
る
。

　

カ
プ
ラ
ン
教
授
の
使
う
世
帯
収
入

で
み
れ
ば
、
直
近
下
位
の
従
業
員
と

同
じ
か
、
も
し
く
は
伸
び
率
は
低
く

な
っ
て
い
る
か
の
よ
う
に
み
え
る
。

　

し
か
し
、
賃
金
で
比
較
す
れ
ば
、

Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
の
伸
び
率
は
上
位

〇
・
一
％
の
従
業
員
を
大
き
く
上
回

る
。

　

よ
り
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
、
報

告
で
は
高
卒
に
対
す
る
大
卒
の
賃
金

比
を
あ
げ
て
い
る
。
そ
の
差
は
、
一

九
八
九
年
に
一
・
五
七
倍
、
二
〇
一

二
年
に
一
・
七
九
倍
で
あ
り
、
こ
の

間
に
大
き
く
開
い
て
い
る
わ
け
で
は

な
い
。

　

こ
れ
ら
か
ら
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
は

能
力
な
ど
の
市
場
価
値
と
連
動
し
て

い
な
い
と
す
る
。

　

カ
プ
ラ
ン
教
授
の
分
析
と
結
論
は

同
じ
よ
う
に
み
え
な
が
ら
そ
こ
に
至

る
道
筋
は
異
な
っ
て
い
る
。

一
般
労
働
者
の
賃
金
と
の 

不
平
等
を
減
ら
す
政
策

　

経
済
政
策
研
究
所
の
報
告
は
、
市

場
価
値
と
連
動
せ
ず
に
、
根
拠
な
く

Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
手
当
額
が
急
増
し
て
い
る

か
ら
こ
そ
、
政
策
的
に
そ
の
額
を
引

き
下
げ
て
も
雇
用
を
減
ら
す
こ
と
な

く
一
般
従
業
員
の
賃
金
を
引
き
上
げ

る
こ
と
が
可
能
だ
と
す
る
。

　

具
体
的
に
は
、「
ク
リ
ン
ト
ン
政
権

期
に
実
施
し
た
富
裕
層
向
け
減
税
の

撤
廃
」、「
ス
ト
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン

や
そ
の
他
の
業
績
連
動
給
に
対
す
る

控
除
課
税
の
強
化
」、「
Ｃ
Ｅ
Ｏ
対
一

般
従
業
員
の
手
当
額
が
一
定
水
準
を

超
え
る
企
業
に
対
す
る
法
人
税
の
増

額
」
の
ほ
か
、「
株
主
が
Ｃ
Ｅ
Ｏ
報
酬

の
是
非
を
判
断
す
る
機
会
と
権
限
の

付
与
」
と
い
っ
た
施
策
を
提
案
し
て

い
る
。

　

そ
の
う
ち
、「
Ｃ
Ｅ
Ｏ
対
一
般
従
業

員
の
手
当
額
が
一
定
水
準
を
超
え
る

企
業
に
対
す
る
法
人
税
の
増
額
」
に

つ
い
て
は
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
議

会
で
審
議
会
中
で
あ
る
こ
と
を
報
告

は
伝
え
て
い
る
。

【
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考
資
料
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労
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者
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二
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に
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Ｅ
Ｏ
手
当
―
―
生
産
性
と
無
関
係
に

上
昇
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中
国
国
務
院
は
五
月
一
五
日
に

「
事
業
単
位
（
政
府
系
事
業
組
織
）

人
事
管
理
条
例
」（
以
下「
管
理
条
例
」

と
い
う
。）
を
発
表
し
、
七
月
一
日

か
ら
施
行
し
た
。
管
理
条
例
は
、
職

場
設
置
を
は
じ
め
、
従
業
員
の
公
開

募
集
、
契
約
規
定
、
給
与
・
福
利
厚

生
、
社
会
保
険
な
ど
様
々
な
分
野
に

つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
政
府
系
事

業
組
織
と
民
間
企
業
で
制
度
が
異
な

る
年
金
の
二
重
制
の
問
題
に
つ
い
て

も
、
民
間
企
業
の
年
金
と
一
元
化
す

る
方
針
を
示
し
た
。

事
業
単
位
と
企
業
に
お
け
る

年
金
の
二
重
性
問
題

　

中
国
に
お
け
る
事
業
単
位
と
は
、

い
わ
ゆ
る
政
府
系
事
業
組
織
で
あ
り
、

そ
の
存
在
に
つ
い
て
は
、「
事
業
単
位

登
記
管
理
暫
定
条
例
」
に
定
義
さ
れ

て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
事
業
単

位
は
、
社
会
公
益
目
的
の
た
め
に
、

国
家
機
関
が
設
立
す
る
社
会
サ
ー
ビ

ス
組
織
、
あ
る
い
は
他
の
組
織
が
国

有
資
産
を
利
用
し
て
設
立
す
る
組
織

で
、
教
育
、
科
学
技
術
、
文
化
、
衛

生
な
ど
の
活
動
を
行
う
社
会
サ
ー
ビ

ス
組
織
で
あ
る
。
現
在
、
事
業
単
位

は
、
①
行
政
職
能
、
②
生
産
経
営
、

③
公
益
サ
ー
ビ
ス
、
の
三
種
類
に
大

別
さ
れ
て
い
る
。

　

事
業
単
位
は
一
般
的
に
国
家
が
設

置
す
る
組
織
で
、
財
政
は
国
家
予
算

で
賄
わ
れ
る
。
事
業
単
位
で
働
く
従

業
員（
派
遣
社
員
や
パ
ー
ト
を
除
く
）

の
年
金
制
度
は
、
公
務
員
と
同
じ
待

遇
で
国
家
予
算
か
ら
支
出
さ
れ
る
。

公
務
員
と
事
業
単
位
従
業
員
は
年
金

保
険
料
を
支
払
う
必
要
が
な
い
。

　

都
市
部
企
業
従
業
員
年
金
保
険
は

一
九
九
二
年
に
社
会
保
障
シ
ス
テ
ム

に
組
み
込
ま
れ
た
。
年
金
受
給
額
は

退
職
前
給
与
の
四
〇
～
五
〇
％
の
水

準
と
な
っ
て
い
る
。
他
方
、
事
業
単

位
の
年
金
は
、
国
家
財
政
か
ら
退
職

前
給
与
の
八
〇
％
～
九
〇
％
が
支
払

わ
れ
る
。
勤
続
三
五
年
の
場
合
、
年

金
受
給
額
は
退
職
前
給
与
の
九
〇
％
、

勤
続
三
〇
年
～
三
五
年
の
場
合
は
八

五
％
、
勤
続
二
〇
～
三
〇
年
の
場
合

は
八
〇
％
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
官
民
格
差
が
著
し
い

年
金
の
二
重
制
の
問
題
が
二
〇
年
間

持
続
し
て
き
た
。

年
金
一
元
化
と
財
政
支
出
負
担

　

管
理
条
例
に
は
、
年
金
の
二
重
制

を
改
革
し
、
年
金
一
元
化
を
実
現
す

る
た
め
の
規
定
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

第
三
五
条
は
、
事
業
単
位
お
よ
び
従

業
員
は
社
会
保
険
に
加
入
し
、
従
業

員
は
社
会
保
険
待
遇
を
享
受
す
る
こ

と
が
で
き
る
と
規
定
し
て
い
る
。
し

か
し
、
一
元
化
に
向
け
た
具
体
的
な

対
策
は
未
だ
示
さ
れ
て
い
な
い
。

　

社
会
的
議
論
の
焦
点
は
、
年
金
を

一
元
化
し
、
事
業
単
位
の
従
業
員
が

年
金
保
険
に
加
入
し
た
後
の
財
政
支

出
を
ど
う
負
担
す
べ
き
か
と
い
う
点

に
あ
る
。
専
門
家
は
、
事
業
単
位
の

年
金
改
革
に
お
け
る
財
政
支
出
の
問

題
に
は
次
の
三
つ
が
あ
る
と
指
摘
し

て
い
る
。

　

第
一
は
、
年
金
制
度
を
一
元
化
し

た
後
、
一
元
化
前
の
事
業
単
位
従
業

員
の
過
去
の
勤
務
時
間
に
応
じ
て
、

年
金
債
務
と
み
な
さ
れ
る
部
分
で
あ

る
。
現
在
、
全
国
の
事
業
単
位
数
は

一
一
一
万
、
従
業
員
数
は
三
一
五
三

万
人
で
あ
る
。
も
し
、
こ
れ
ら
事
業

単
位
従
業
員
の
年
金
個
人
口
座
に
国

家
財
政
か
ら
補
填
す
る
と
し
た
ら
莫

大
な
金
額
と
な
る
。

　

第
二
は
、
事
業
単
位
が
民
間
企
業

と
同
じ
よ
う
に
公
的
年
金
に
参
加
す

る
場
合
、
事
業
単
位
は
賃
金
の
二

〇
％
、
従
業
員
は
賃
金
の
八
％
の
保

険
料
を
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

点
で
あ
る
。
ま
た
、
公
的
年
金
に
上

乗
せ
さ
れ
る
企
業
年
金
の
最
高
保
険

料
率
は
賃
金
の
一
六
％
で
、
企
業
と

従
業
員
が
そ
れ
ぞ
れ
賃
金
の
八
％
を

負
担
し
て
い
る
。

　

事
業
単
位
の
財
政
構
造
は
現
在
、

①
財
政
全
額
支
給
：
す
べ
て
の
予
算

が
国
家
財
政
に
よ
っ
て
保
障
さ
れ
る
、

②
財
政
部
分
補
助
：
事
業
単
位
の
人

件
費
を
国
家
が
補
助
し
、
そ
の
他
の

費
用
は
事
業
単
位
の
自
己
収
入
な
ど

で
賄
わ
れ
る
、
③
財
政
自
律
：
国
家

か
ら
の
財
政
支
給
や
補
助
が
な
く
、

事
業
単
位
が
事
業
経
営
な
ど
で
自
己

収
入
を
上
げ
、
そ
れ
を
費
用
と
し
て

支
出
す
る
―
―
の
三
種
類
に
分
け
ら

れ
る
。
事
業
単
位
の
年
金
は
、
財
政

が
自
律
し
た
事
業
単
位
を
除
い
て
、

国
家
財
政
に
依
存
し
て
い
る
。
収
入

源
の
な
い
事
業
単
位
が
ど
の
よ
う
に

年
金
保
険
料
を
負
担
す
る
か
が
課
題

と
な
っ
て
い
る
。

　

第
三
は
、
既
に
定
年
退
職
し
た
事

業
単
位
従
業
員
の
年
金
を
国
家
が
支

払
う
べ
き
か
、
ま
た
は
、
国
民
一
般

が
支
払
う
べ
き
か
、
と
い
う
問
題
で

あ
る
。
も
し
、
国
家
が
支
払
う
と
し

た
ら
、
企
業
の
公
的
年
金
と
事
業
単

位
の
年
金
と
の
一
元
化
は
不
完
全
な

ま
ま
と
な
る
。

人
材
の
一
般
公
募
と 

契
約
期
間
規
定
の
緩
和

　

二
〇
〇
五
年
に
旧
人
事
部
は
「
事

業
単
位
人
材
公
開
募
集
暫
定
規
定
」

を
発
表
し
、
事
業
単
位
の
人
材
募
集

は
一
般
公
募
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
規
定
し
た
。
公
務
員
の
募
集
と
異

な
り
、
事
業
単
位
の
人
材
募
集
は
原

則
、
各
事
業
単
位
が
自
ら
行
っ
て
い

る
。
そ
の
た
め
、
近
年
、
予
め
採
用

が
内
定
し
た
人
材
の
募
集
を
公
募
形

式
に
す
る
た
め
募
集
要
項
の
条
件
を

取
り
繕
う
こ
と
や
、
役
員
の
親
族
の

た
め
に
行
う
縁
故
採
用
な
ど
の
問
題

が
次
々
と
発
生
し
、
問
題
と
な
っ
て

き
た
。
今
回
の
管
理
条
例
は
事
業
単

位
人
材
公
開
募
集
暫
定
規
定
に
基
づ

き
、
公
募
の
範
囲
を
明
確
化
し
た
。

管
理
条
例
は
、「
国
家
政
策
に
基
づ
き

特
殊
職
業
で
募
集
す
る
人
材
や
、
人

事
管
理
権
限
に
基
づ
い
て
任
命
す
る

人
材
、
機
密
職
位
で
必
要
な
人
材
」

以
外
は
、
一
般
公
募
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
規
定
し
て
い
る
。
し
か
し
、

縁
故
採
用
を
い
か
に
解
消
す
る
か
と

い
う
問
題
が
残
っ
て
い
る
。

　

管
理
条
例
は
人
材
募
集
の
契
約
期

間
に
つ
い
て
も
変
更
し
た
。「
事
業

単
位
に
お
け
る
人
材
募
集
採
用
制
度

の
試
行
に
関
す
る
意
見
」（
二
〇
〇

二
）
の
規
定
で
は
、
契
約
期
間
を
短

期
、
中
長
期
、
一
定
期
間
の
三
種
類

に
分
け
て
い
た
。
管
理
条
例
は
、
専

門
人
材
に
安
心
し
て
働
い
て
も
ら
う

た
め
、三
年
以
上
に
変
更
し
た
（
表
）。

（
国
際
研
究
部
）

中　

国

中
国
国
務
院
が
「
事
業
単
位
人
事
管
理

条
例
」
を
発
表

表　「事業単位」人材募集の契約期間の変更
「事業単位における人材募集採用制度の試行に関
する意見」（2002）

「事業単位人事管理条例」（2014）

契約期間 短期（3年以下）、中長期、一定期間 3年以上

試用期間
一般は3～ 6カ月、大学・専門学校の新卒者は3～
12カ月

新卒者は12カ月（契約3年以上）

無固定期間
雇用契約

勤続年数25年、または、その事業単位で10年以上
勤続、かつ、法定定年退職まで10年未満の場合

その事業単位で10年以上勤続、かつ法定定年
退職まで10年未満の場合

契約解除
10日間を超える連続欠勤、または、1年以内に累
計20日を超える欠勤がある場合

15日間を超える連続欠勤、または、1年以内
に累計30日を超える欠勤がある場合


